
佐久市・臼田町・浅科村・望月町合併協議会

提案
番号
協議項
目番号 コード番号

分科会
名称 事務事業等名称（項目名）

現況調書
ページ 問　題　点 調　整　案 調　整　案　の　詳　細

1 27 010101010401 総務 市町村民憲章 4 ４市町村の憲章の内容に違いがある。 合併後、新たに憲章を制定する。 新市の市民として新たに討議し制定していく。

2 27 010101010405 総務 都市宣言 5 ４市町村の都市宣言の内容に違いがある。 合併後、新市において制定する。 すべての宣言を引き継ぐことを基本とするが、時代の要請と照らし
て見直しも行っていく。

3 28-1 010101010503 総務 夜間窓口 6 臼田町・浅科村・望月町が実施しているが、実施方法に差異がある。
合併時、市役所及び各支所において統一して
実施する。

具体的な事務処理方法は、臼田町の例による。
（勤務時間については時差出勤対応）
＜実施日・時間＞
土曜、日曜、祝祭日、年末年始休業を除く毎日
午後６時３０分まで
＜業務内容＞
住民票・戸籍・印鑑・税務の各諸証明

4 28-1 010101050503 総務 情報公開制度 7
４市町村間で請求対象者、実施機関、
開示対象とする公文書の作成時期につ
いて差異がある。

合併時、内容を統一し、推進する。

制度の主旨、情報の開示、不開示の基準、請求から開示決定まで
の流れについては、情報公開法で定められているが、佐久市は法
律ができてから条例制定したため条例の内容は法律に沿ったもの
となっている。
しかし、法律ができる以前に条例が制定され、運用されている町村
もあるため、条例・規則については佐久市の例を基本とし、現行の
各市町村の内容の統一を図る。
合併時に条例制定。

5 28-1 010101050504 総務 個人情報保護制度 8 ４市町村とも同様に実施しており、問題なし。 合併時、新市において策定し、推進する。
個人の権利利益を保護するための制度であり、各町村ともに条例・
規則で共通事項として定められている。
具体的な事務処理方法は、佐久市の例による。

6 28-1 010101050601 総務 ＩＳＯ９００１ 9 佐久市が単独で実施している。 合併時、新市において実施する。

市民が満足する行政サービスを提供することにより、市役所の信頼
度を高め、簡素で効率的な行政の推進を図る。
この規格に基づく品質マネジメントシステムのＰＤＣＡサイクルは行
政サービス向上に向けた継続的改善に有効な手法であるため、継
続していく。

7 28-1 010101070102 総務 フォトニュース発行 10 佐久市が単独で実施している。 合併時、新市において実施する。
概　　　要　　四半期ごとの市政主な出来事を写真等で紹介
発行回数　　年４回
掲示場所　　各行政区ほか官庁・学校・市出先機関

総務専門部会協議内容一覧
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8 28-1 010101070203 総務 子ども議会 11 佐久市・浅科村・望月町が実施している。
合併時、佐久市・浅科村・望月町の例を基本に
実施する。

概   要
議会の仕組み、運営方法を実際に体験・理解し、子どもならではの
発想等に基づいた市づくりのための意見や要望を聞き、市政推進
に役立てることを目的とする。
出席者
市   側ー市長ほか理事者、議会出席部課長
学校側ー新区域に属する小中学校児童生徒

9 28-1 010101070204 総務 市民フォーラム掲示板管理 12 佐久市が単独で実施している。 合併時、新市において実施する。

概   要
市ホームページに掲示板を開設し、市民から市政一般に関する意
見、要望等を聞き市政推進に役立てることを目的とする。
投稿は原則ホームページに掲載する。
※公序良俗に反する発言、犯罪的行為に結びつく発言、誹謗・中
傷・プライバシーを侵害するような発言は削除する。

10 28-1 010101080101 総務
表彰事務
（市町村政功労・市町村長
表彰・感謝状等）

13 ４市町村で実施しているが、表彰の種類・方法・対象者等に差異がある。 合併後、新市において表彰基準を制定する。

佐久市の例を基本に相違点を統一する。
1.表彰の種類
（１）市政功労表彰
（２）市長表彰　　　①市長表彰　②技能功労者表彰
（３）感謝状を贈呈する表彰
（４）賞状を贈呈する表彰
２.表彰の方法及び対象者　候補者は、表彰審査委員会
３.記念品
４.表彰状の種類　　　（大）（小）の２種類

11 28-1 010101080102 総務 名誉市町村民 14 佐久市・臼田町・浅科村が実施している。 合併後、新市において実施する。 新市において条例・規則を制定する。
具体的な事務処理方法は、佐久市の例による。

12 28-1 010101090302 総務 市町村議・市町村長選挙の管理執行 15
法令に基づき４市町村で実施している
が、佐久市・臼田町・望月町が選挙公報
を発行している。

合併時、新市において選挙公報を発行し、実
施する。 具体的な事務処理方法は、佐久市の例による。

13 17 030101020201 総務 公共施設事業補助金 16 ４市町村とも補助しているが、補助率・補助限度額に差異がある。 合併時、制度を統一して実施する。

概要
区の公会場および区民広場等の施設整備に対して補助を実施す
る。
〇公会場本体の新築または公会場建物購入経費
→補助率３分の１以内、補助限度額８，０００千円
〇公共的施設の設置及び改修に要する経費
→補助率４分の１以内、補助限度額２，５００千円
〇公会場又は公共的施設の敷地の購入に要する経費
→補助率５分の４以内、補助限度額１０，０００千円
＊いずれも事業費が８万円に満たない場合は非補助

14 25 040101010101 総務 情報公開・個人情報保護審議会 17

臼田町・浅科村・望月町は、情報公開と
個人情報保護の審議会（審査会）が
別々に設置されている。
委員の任期が佐久市３年、臼田町・浅科
村・望月町は２年で差異がある。

合併時、情報公開と個人情報保護について１
つの審議会として設置する。

委員数 　 　　５名
委員の任期  ３年
委員構成　 　識見を有するもののうちから市長が任命。
報酬は、非常勤特別職の報酬等の協議取扱いによる。
具体的な事務処理方法は、佐久市の例による。
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15 28-1 010104010101 企画 総合計画 18 新市において策定する必要がある。 合併後、新市において策定する。 新市建設計画を踏まえ、合併後速やかに策定。

16 28-1 010104010102 企画 実施計画 19 新市において策定する必要がある。 合併後、新市において策定する。 新市建設計画と総合計画を踏まえ、合併後速やかに策定。

17 28-1 010104010103 企画 辺地総合整備計画 20 新市において策定する必要がある。 合併後、新市において策定する。

18 28-1 010104010114 企画 千曲川高原リゾート構想 21 ４市町村が同様に実施しており、問題なし。 合併時、現行どおりとする。 重点整備地区として国の承認を得ている。現在は休止状態となっ
ているが、現行「千曲川高原リゾート構想」どおりとする。

19 28-1 010104010204 企画 土地利用計画の総合調整 22 ４市町村間で計画内容・目標年次に差異がある。 合併後、新市において計画を策定する。 新市において策定される総合計画、基本構想に則して、新たに策
定する。

20 28-1 010104010301 企画 四年制大学誘致 23 佐久市が単独で実施している。 合併時、新市において実施する。 新市建設計画を踏まえて、佐久地域への四年制大学の誘致を行
う。

21 17 030104010105 企画
長野陸運支局佐久自動車
検査登録事務所設置促進
期成同盟会負担金

24 佐久市が単独で加入している。 合併後、新市において加入する。

22 25 040104010102 企画 総合計画審議会 25 委員数、委員構成、報酬に差異がある。合併後、新市において設置する。

23 25 040104010104 企画 中部西関東市町村地域連携軸協議会 26 佐久市・臼田町が加入している。 合併後、新市において加入する。 長野県、山梨県、静岡県をつなぐ道・川・鉄道の沿線上にある市町
村が交流、連携を促進し活性化を図る。

24 25 040104010105 企画 御牧原台地総合開発促進協議会 27 浅科村・望月町が加入している。 合併後、新市において加入する。

25 25 050104010101 企画 佐久広域連合 28 ４市町村とも加入しており、問題なし。 合併時、新市として加入する。
合併時までに、新市の広域連合の議員定数及び市町村分担金の
負担割合に係わる佐久広域連合規約改正並びに負債整理につい
て、佐久広域連合との協議を進める。
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26 25 050104030101 企画 土地開発公社 29
佐久市・臼田町・浅科村において設立さ
れているが、新市において統合する必
要がある。

臼田町・浅科村の各土地開発公社を解散する
とともに、佐久市土地開発公社を定款変更によ
り新市の土地開発公社とする。

・統廃合の根拠
公有地拡大の推進に関する法律第２２条（解散）
同法第２３条で準用する民法第７３条、７４条、７７条、７８条（清算）

＊各市町村の現況については、添付した現況調書に記載されている。


